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年 8 月までに 2014 年 8 月の電気機器業界を皮切
りに、輸送用機器（2015 年 2 月）、食品（2016 年
4 月）、小売・卸売（2017 年 6 月）、金融・保険（2017
年 10 月）、建設・不動産（2018 年 2 月）、医薬品（2018




























学 的 に整 合
した 長 期 的
ビジョンを掲
げた取組み
温 室 効 果ガ
ス総 量 削 減
目標を設定
総 量・ 原 単
位 両 方 で 温
室 効 果 ガス
の 削 減 目 標
を 設 定・ 管
理
Scope 1, 2 に
加え、Scope 
3 について温
室 効 果 ガス
排 出 量を 把
握・開示
















数 ％ 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位
電気機器 2014 年 8 月 47 5 11％ 23 49％ 7 15％ 11 23％ 4 9％ 48.7 ソニー 東芝 リコー コニカミノルタ 富士通
輸送用



























































































Scope 1, 2 に加え Scope 3，「avoided emission」の全てに目標値を設定 4
Scope 1, 2 の両方に目標値を設定。加えて、Scope 3，「avoided emission」にも取り組んでいる 3
Scope 1, 2 に対する目標値を設定 2







全ての GHG を対象としている 2
（CO2 以外の GHG を排出しているにも関わらず）CO2 のみを対象としている 1
 GHG を対象としていない、あるいは目標値なし 0
1-3-2.  
削減量の単位 
 （Scope 1, 2）
総排出量 + 原単位　※ただし、同じスコープについて（「国内は総量＆海外は原単位」は不可） 4
総量目標 3
原単位目標 2




 （Scope 1, 2）






Scope 1, 2 における活用量（kW 等）、グリーン電力購入量等 2
独自指標（Scope 3 における削減貢献量等）を設定 1
目標値なし 0
1-4. 目標の難易度 （Scope 1, 2 の総量削減目標
の厳しさ）
年間当たりの排出削減率≧ 1.5％（WWF のエネルギーシナリオと整合したレベル） 2
1.5％ ＞ 年間当たりの排出削減率 ≧ 0.75％（WWF のエネルギーシナリオを下回るレベル） 1

















































導入（または活用）している全ての定量的なデータ（kW, kWh 等）を開示 3
一部の導入（または活用）事例の定量的なデータ（kW, kWh 等）を開示 2










Scope 1, 2, 3 を開示。ただし、Scope 3 は 15 のカテゴリーを意識した排出量把握 4
Scope 1, 2 および Scope 3 の一部のデータを開示した上で、「avoided emission」のデータを開示 3
Scope 1, 2 に加え Scope 3 の一部のデータを開示　　例）生産 + 輸送 2




第 3 者機関による保証を受けている 2
専門家等のコメントを掲載 1




















　本稿では WWF が重要とした 7 指標のうち、1，2、














































ティブとして、「Science Based Targets Initiative
（SBTi）」 が あ る 10。 こ の イ ニ シ ア テ ィ ブ は、
WWF、CDP（Carbon Disclosure Project）、WRI













































































































































































ではあるが広がってきている。2018 年 7 月 20 日
付の日本経済新聞は、富士通や丸井グループなど



























































とされる。WWF ランキングでは、Scope 1 と 2 で





























































掲げている 21。また、2 位の戸田建設は、「Scope 
1, 2 の 排 出 総 量 を 2010 年 比 で 2030 年 に
35 ％、2050 年 に 57 ％ 削 減 す る と と も に、





図表 4　Scope3 の 15 のカテゴリー
カテゴリー 内容 カテゴリー 内容
1 購入した製品・サービス 9 輸送、配送（下流）
2 資本財 10 販売した製品の加工
3 Scope １、２に含まれない燃料及びエネルギー関連活動 11 販売した製品の使用
4 輸送、配送（上流） 12 販売した製品の廃棄
5 事業から出る廃棄物 13 リース資産（下流）
6 出張 14 フランチャイズ














24 24 24 0 24 24 6 24
1-1-2.  
目標年





12 12 12 4 4 4 12 12
1-2-2.  
ライフサイクル的視点（Scope)





12 12 12 12 12 12 12 12
1-3-2.  
削減量の単位 （Scope 1, 2）
9 24 24 24 24 9 6 3
1-3-3.  
省エネルギー目標 （Scope 1, 2）
0 0 0 4 4 0 0 4
1-3-4.  
再生可能エネルギー目標
24 6 6 0 6 6 6 6
1-4. 目標の難易度 
（Scope 1, 2 の総量削減目標の厳しさ）
24 24 24 24 24 24 0 24
1-5. 目標の達成状況 6 12 12 6 12 6 12 6





























12 12 12 12 12 12 8 12
2-1-3. 
再生可能エネルギー導入量
4 4 4 4 4 4 12 4
2-1-4. 
データのバウンダリ（Scope 1, 2）




24 9 3 24 9 9 24 9
2-1-6. 
第 3 者による評価






12 12 12 12 12 12 12 12
2-2-2. 
目標の設定根拠（Scope 1, 2）
12 12 12 12 0 12 12 12
小計
１ 目標および実績 (50 点満点） 38.3 39.1 39.1 27.1 38.0 31.5 23.4 34.6
2 情報開示 (50 点満点 ) 47.2 40.6 38.5 47.2 35.1 39.2 47.2 35.8
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10　 https://sciencebasedtargets.org/（ 参 照 日：
2018 年 8 月 20 日）
11　 SBTi への参加企業は世界規模で確実に増加
している。2017 年 9 月の時点で 300 社を超え、




奨している。環境省は 2017 年 7 月に、SBTi
の承認取得に向けた、企業の目標策定を支援
する事業を開始している。初年度は、募集枠
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題はあるにせよ、15 のカテゴリーに細分化さ















も約 50％削減できる、③ CO2 以外の GHG に
ついても一定の想定をおくと、結果として

























The latest movement of corporate efforts on climate change
MASAATSU TAKEHARA
Part-time lecturer, Department of Social Information Studies, Otsuma Women’s University
Abstract
This article discussed, by reviewing the corporate ranking on climate change conducted by 
WWF Japan, that the worsening of the global climate change has forced companies to take a more 
stringent approach. Companies are expected to 1)set a long-term vision aligned with the goal of 
the Paris agreement international community agreed to deter a temperature rise by the end of 
this century below 2 centigrade, 2)sets its reduction target of greenhouse gas emission based on 
scientific knowledge, 3)make steady progress on reducing its emission of greenhouse gas in mid 
and long term in the activities of entire business cycle. It is the wider use of renewable energy 
in addition to the conventional energy saving activity that has the big potential for the further 
reduction of the greenhouse gas for companies. The significance of companies driving these 
efforts is not limited to fulfilling their Corporate Social Responsibility (CSR). Rather, reducing 
its emission of greenhouse gas will lead to lower the risk which could potentially impact on 
company’s financial position. Or, the company’s efforts on climate change may potentially increase 
sales of its products and services. Specifically, for sectors and industries with the highest climate-
related risk and opportunities, integrating climate-related risk and opportunities into their core 
business is their survival strategy.
Key Words（キーワード）
Climate change（気候変動），Global warming（地球温暖化），Paris agreement（パリ協定），
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